第１１回大阪府新公会計制度アドバイザー会議　議事要旨
日　時：平成２２年６月８日（火）１０時から１２時１５分
場　所：新別館北館４階　職員会議室７
出席者：新公会計制度アドバイザー（小幡寛子氏、清水涼子氏）

会計局長ほか、新公会計制度グループ員５名

【リース資産について】

アドバイザーの主な意見
· 本制度開始時に、リース資産に係る実態調査の結果、債務負担行為を設定したものはファイナンス・リース契約、長期継続契約のものはオペレーティング・リース契約として取り扱ったとの記録を残し、今後も契約実態を見た上で検討が必要。
【減損会計について】
アドバイザーの主な意見
· 行政財産の場合、当初の行政目的を継続するかを判定し、継続の場合は減損を認識せず、継続しない場合は減損を認識した上で、減価償却後再調達価額か正味売却価額のいずれか高い額まで減額。
· 普通財産の場合、普通財産の市場価額の下落と、行政財産から普通財産に移管されるものを一本化して、普通財産として市場価額が下落したときに減損を認識して、正味売却価額まで減額。
【資産の範囲について】
アドバイザーの主な意見
· 大阪府が整備・管理する国道（指定区間外）や一級・二級河川は、財産の帰属は国だが、「支配」の要件を満たした場合、それらの整備に要した資本的支出を府の資産として計上することになるが、金額が大きいことが予想されるので、まず試算が必要。
· そのうえで資産計上する場合には、その旨を注記すべき。

【財務諸表作成基準について】
アドバイザーの主な意見
· 行政コスト計算書の費用と収入に係る規定に、非現金支出項目も含まれることを例示的に示すことは賛成であるが、記載方法については要検討。
· 出えん金に係る公益法人の残余財産の帰属も含めた回収の可能性を、基準に盛り込むべきかを検討。
· 資産・負債に係る勘定科目として、両方に歳入歳出外現金が出てくるが、それぞれ相応しい科目の設定を検討。
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